
  

三   賃 金
(一)   賃金水準変動の背景―労働生産性と企業経営―

(1) 概観

一 二八年の賃金は,企業収益の好転,消費者物価の上昇等を反映して前年にひきつづき上昇し,実質賃金も
消費者物価の上昇はあつたが,名目賃金の上昇がそれを上廻つたため上昇している。

賃金の動きを給与構成の上からみると,「きまつて支給する給与」も上昇しているが,さらにこれを上廻る
「特別に支払われた給与」の増加が,二八年における賃金上昇の重要な要因であつた。そして賃金構造の
面においては,技能,経験,地位等による格差,また,常用と臨時・日雇労働者との間の賃金差などが次第に明
らかになりつつある。

二 賃金上昇要因の一つである企業収益の好転は,第一には,総括でも述べたように,二八年における生産が
投資及び消費需要に支えられて順調な伸びを示したのに対し,さ程大きな雇用量の増大をともなわなかつ
たこと,第二には,前年から実施された各種の合理化措置の効果があらわれはじめるとともに,労働生産性が
一般に向上し,これに輸入原材料や石炭の値下等が加わつていわゆる製品高,コスト安の方向などに若干動
いたことによるものである。

第19図 賃金・物価その他動き

三 しかしながら,このような企業収益の好転も,まだ国内物価の国際的割高是正にまでは至つておらず,戦
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後に落ち込んだ企業経営の不健全な状態から抜け切れない状態にある。今後,わが国の企業が健全化し,保
有外貨の著減を前にして国際競争力をうるためには,必然的に労働生産性の向上とコストの切下げとが要
請されている。労働生産性は労務費乃至は賃金水準と直接結びつくものではないが,企業の支払能力の一
般の変動を通じて関連の極めて深いものであるから,まず労働生産性の動向をみてみよう。

(1) 労働生産性の傾向

四 二八年における労働生産性の動きを二次的統計によつてみてみると,前年に対し製造業で二一%,鉱業で
一四%のそれぞれ増加となつている。これは,二七年の対前年上昇率(製造業一二%,鉱業一%)にくらべる
と相当高い。

この労働生産性は,経済審議庁の生産指数を,毎勤の雇用指数(常用労働者)で除したものであるから,三〇人
未満の事業所における雇用者数や臨時日雇労働者等の動きを反映せず,一般に高くあらわれるという不完
全さがあるけれども,大体の傾向は知ることができるであろう。

五 右のような労働生産性のかなりの上昇をもたらした要因としては,(1)国内需要の増大と輸出の増加(金
額では二八年は二七年に対し保合いだが,数量では輸出単価の値下りのため約一割の増大)等生産を増加せ
しめる好条件がととのつたため,操業度が一般的にと昇し,設備の増設も行われたこと。

(2)二六～七年以降高能率の生産方法或いは新設備の採用等種々の合理化策がとられてきたこと。

(3)電力,石炭その他のエネルギー源にめぐまれ,資金の供給も比較的円滑に行われたこと。

などがあげられるが,また企業内部における労使の増産への努力もこれを見逃がすことができない。更に,
企業系列の整備による経費の節約や,製品価格の維持策などもあずかつて力が大きかつた。

なお,労働生産性の上昇を産業別に推測してみると,第五〇表のごとくである。

第50表 産業別生産及び雇用指数の推移
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第51表 常用労働者一人当り純利益
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(3)企業経営

六 以上のような労働生産性の向上に伴つて企業の経営状況はどのような推移を辿つたであろうか。前述
のように二八年の企業収益は全体的にみて外見上好転したものとみられる。すなわち,日銀の調査による
と,二八年上期における主要会社の純利益は,前期に対し労働者一人当りで,全産業が約二割,製造業が一割
強とそれぞれ著増を示している。なお,これを大蔵省「法人企業統計」によつて総資本利益率(税込)をみ
ると,二七年以来の減少傾向から転じて全産業で二八年上期の七・八%から下期の九・八%へ,製造業で同
じく一〇・五%から一三・六%へとそれぞれ増加している。

七 いま総資本利益率の推移を産業別にみると,一般的にみて生産及び労働生産性の上昇が大きかつた産業
において,収益率の増加ないし減少傾向の鈍化がみられた。

とくに国内投資及び消費需要の活發化をうけて,輸送用機械器具ガラス及び土石製品,紙及び類似品等製造
業並びに卸売及び小売業等でかなりの利益率の上昇をみた。しかし一方,本年において価格が低落し,ため
に他産業の原料安の原因となつた石炭業を含む鉱業においては,ひきつづいて収益率の低下がみられた。

第52表 営業収入に対する原価の構成比率
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第53表 利益率及び回転率

八 なお附加価値率(売上高に対する附加価値額の割合)の推移を大蔵省の「法人企業統計」によつてみる
と,第五五表のごとく,全産業及び製造業の附加価値率は,二八年上期の一八・八%及び二五・二%から二八
年下期の二〇・五%,二七・四%へとそれぞれ増加した。

また,附加価値に対する人件費比率を「法人企業統計」によつてみると,第五六表の如く,全産業は二八年上
半期六〇・九%から下期五七二一%へ,製造業で同じく五六・六%から五一・八%へとそれぞれ下期に入
つて減少をみせている。九 次にこれらあげられた利益の処分状況をみると,社内留保へ向けられた努力の
跡がみえ,やや企業の健全化への方向が辿られたとみることができる。
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第54表 産業別総資本利益率

第55表 売上高に対する附加物価値額の比率

第56表 附加価値構成比
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第57表 剰余金処分の状況

このことは減価償却率の増加のうちにもみることができるが,戦前の状況にくらべると,戦前においては国
民所得に対する減価償却額の割合が約四%であつたのに対し,二八年においてはまだ二%台に止まつてい
る。このことは企業健全化を更に推進すべきことを意味しているといえよう。

第58表 配当及び減価償却率
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第59表 資本及び資産構成の戦前戦後比較

第60表 海外卸売物価の動向
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第20図 各国実質賃金指数の推移

第21図 各国生計費指数の推移
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またこのことを資本構成の面からみてみても,戦前おいては大体自己資本六に対し,他人資本四の割合であ
つたちのが,戦後は割合が逆転しており,企業の金融依存及び経営不安定性を示している。

(4)今後の問題点

一〇 以上のように労働生産性は向上し,企業収益も好転して,賃金水準の上昇も実現されたが,その底流に
は企業経営の不健全性が依然として残つており,しかも,第六〇表のように,海外物価が全般的に下押し傾向
にある中にあつて,国内物価の割高は少しも是正されず二重価格等をもつてしても,二八年の貿易収支は約
九億五千万ドル(国際収支は約二億ドル)の赤字を記録している。

一一 二八年における賃金水準の上昇と消費水準の向上は,基本的にはこのような企業のみせかけの収益と
国民経済の赤字の上に実現されたのであり,それは永続性がないばかりか,国民経済の危機に一歩一歩近づ
いていることになる。このような危機に対処し,実質賃金の向上,雇用の増大等労働の観点からみた終極的
な目的の達成にはさらに労働生産性を向上せしめ,コストの切下げ,企業内容の健全化をはかることが必要
である。

一二 最後にわが国の物価と実質賃金を諸外国と比較してみると,第二〇図の如く各国とも生計費指数(消費
者物価指数)は横這い状態を示しているのにわが国の人は上昇傾向にある。また実質賃金についてみて
も,第二一図の如く各国とも上昇を示しているが,諸外国では物価の安定の上にたつて実質賃金が上昇して
いるのに対し,わが国のみは物価の上昇を伴いながら実質賃金が上昇を示している。
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三   賃 金
(二)   常用労働者の賃金水準

一三 毎月勤労統計による六大産業(鉱業,製造業,不動産業,卸売及び小売業,金融及び保険業,運輸通信及びそ
の他の公益事業であつて以下調査産業総数という)の常用労働者一人一ヵ月あたり昭和二八年平均現金給
与総額は,前年に比較して一六%の増加である(第六一表参照)。

この年平均の増加率は例年に比べると最低であるが,しかし,年初に予想された水準よりも遙かに高かつた
といえよう。

しかも,年内の推移においても一貫して上向傾向をつづけており,一〇月以降において,前年各月よりもとく
に増加が大きく,一二月には前年を二二％上廻るに至つた。

この増加は,「きまつて支給する給与」の増加とともに「特別に支払われた給与」の一層の増加によるも
のであり,しかも,後者はいわゆる賞与支給の普遍化とその額の増大化を伴う点では,前年来の傾向を一段と
強めたものといいうのである。

(注)1 毎月勤労統計は,右の産業の外に建設業を調査し,さらに同一事業所で一ヵ月未満勤務する臨時及び
日雇労働者をも調査しているが,その全労働者の約六〇〇万の平均給与額は,二八年平均一五,六五〇円で,
二七年平均一三,六三八円よりも一四・八%の増加であつて,六大産業常用労働者のみについての結果に背
くものではない。

2 「きまつて支給する給与」とは労働者の行つた労働に対し,或いは労働者の状態に従つて,労働契約,労働
協約或いは就業規則等で予じめ定められた支給条件,算定方法によつて支給される給与であつて,超過勤務
給も含まれる。

「特別に支払われた給与」とは,一時的又は突発的理由によつて労働者に支払われた給与であつて,年末手
当等のほか新しい協約によつて過去にさかのぼつて算定された給与の追給額も含まれる。

第61表 調査産業総数常用労働者現金給与総額の推移
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第22図 査産業総数「きまつて支給する給与」指数
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一四 同じく「きまつて支給する給与」の増加は,前年に比べて調査産業総数で約一五%に達し,年内の傾向
としても一貫して上昇過程をたどり,その傾向は年末に近づいてさらに騰勢を強めるに至つた(第二二図参
照)。このような動きは労働時間がとくに長くなつたからではなく,一時間あたり定期的給与においても着
実な上昇傾向が現われている(第六二表)。

すなわち,昭和二八年の賃金水準は「きまつて支給する給与」についても,労働時間の増加を伴わずして増
加傾向を持続し,これに加える大巾な「特別に支払われた給与」の増加によつて,前年よりも一人平均月間
二,三〇七円,一六%増となつたのである。

一五 なお,このような名目賃金の増加も,消費財物価の上昇により,実質的には賃金の購買力の増加をそれ
だけ減殺した。これを消費者物価指数(総理府統計局調,二八都市,総合)についてみると,前年平均に比べて
その上昇は六・六%であり,従つて,調査産業総数の現金給与総額による実質賃金指数は,前年よりも八・
八%増であつた(第六三表参照)。

第62表 調査産業総数常用労働者「きまつて支給する給与」の推移
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第63表 調査産業総数及び製造業における実質賃金指数の推移
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一六 この年平均の実質賃金増加率は前年の一四・九%よりも低いが,二六年の八・二%に比べればやや高
い。

但し,二七年に比較すれば,実質賃金増加が少なかつた上にとくに食料は年初における米の公定価格引とげ
に次ぎ,春以降の騰貴はかなり顕著であつたから,この面から低賃金層への影響を考慮すると,賃金増加も実
質的には前年程好影響を与えなかつたといえよう(第六四及び六五表参照)。

なお,このような平均賃金による実質賃金の動きは,直ちに全労働者に平均して及んだのではない。後述の
ように世帯主層では平均よりも賃金増加が大きく,右の実質賃金指数の増加をこえる消費水準の増加がみ
られたのである(勤労者の生活状態参照)。
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第64表 消費者物価指数

第65表 食料賃金指数

一七 実質賃金指数を,戦前(昭和九～二年平均)と資料上比較しうる製造業生産労働者の給与で比較すると,
戦前に比べ二八年平均で賃金三〇七倍,消費者物価(東京)二八六倍で,実質的には戦前水準を七・三%越え
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ている(第六六表参照)。

第66表 戦前基準賃金指数

第67表 調査産業総数及び製造業賃金
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一八 右の実質賃金指数はいずれも所得税及び労働者の負担する社会保険料を含んでいる。これを毎月勤
労統計と同じく三〇人以上の事業所(但し民営のみ)について調べた現金給与総額からの法定控除額(住民
税を含まず)によつてみると,調査産業総数で,昭和二八年九月,所得税七・三%,社会保険料三・六% 計一
〇・九%であつて,前年八月の合計一二・五%に比べると手取り額の割合は給与が増えたのに減税等によ
つて増加している(第六七表参照)。

第68表 賃金不払件数及び解決状況
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一九 いわゆる賃金の遅払及び不払は,労働基準局調査によると,毎月の把握件数においては,上半期から下
半期にかれて,やや顕著な増加を示し,当月把握した不払金額(前月までに把握した不払事業場で,当月も引
続き不払となつたものも含む)についても,増加している。昭和二六年以来の減少傾向に対し,本年下半期に
おいて再び増加の傾向を示すに至つたことは注目をひく。

次に,未解決で持越された件数,金額については,前述の傾向と逆に両者とも上半期末より下半期末の方が減
少しているが,各年における下半期の減少ぶりよりも,減少の割合が少なく,かつ金額においては昭和二七年
末よりも一億円余を増加している(第六八表)。

なお,毎月把握した不払事件のうち金額についてみると,産業別では,総合工事業,機械器具製造業,石炭鉱業,
化学工業等が多い。

第69表 調査産業総数年,月別「きまつて支給する給与」に対する「特別に支払われた給与」の比率
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三   賃 金
(三)   臨時的給与の増加

二〇 全体の賃金水準で「きまつて支給する給与」の増加にもまして大きく増加したのは,労働協約や就業
規則の定めによらないで支払われる「特別に支払われた給与」である。昭和二八年の毎月勤労統計によ
る調査産業総数の一カ月平均「特別に支払われた給与」は二,三八三円で,前年に比べてちょうど二三%増
加している。これは,二七年が二六年に比べ一六%の増加であつて,「きまつて支給する給与」の増加割合
の方が,それよりも大きかつたのと対照的である。

二一 このような「特別に支払れた給与」の内容は賞与,期末手当,一時金,給与引上げに伴うさかのぼつて
の追給額等を含むのであるが,昭和二六年来の傾向として賞与的給与が増大し,これが盆・暮に集中的に支
払われることにより季節性を明確にした。

第70表 調査産業総数及び製造業の夏期及び年末特別給与支給状況

すなわち,「きまつて支給する給与」に対する「特別に支払われた給与」の割合は,年間平均では,昭和二八
年一六・六%であつて,いままでにない高率である。とくに六～八月の夏季と一二月の比率は高かつた(第
六九表参照)。

これを戦後の推移と対照すると,昭和二二～二三年頃は年平均においても高率であつたが,年内各月にも均
しく高率でありこれらは相つぐ物価騰貴による一時金,生活補給金的な臨時給与であつた。それが二四～
二五年には,インフレーションの終熄とともに臨時的給与の比率も減少したが,近年にいたり前述の傾向に
転じてきた。
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二二 定期的給与に対する臨時的給与の比率の増大は一人当り支給金額の増加とともに,さらに臨時給与を
支給する事業所が急激に増加してきたことによるものである。

毎月勤労統計によつて夏期の臨時的給与を支給する事業所の割合を見ると,二六年の三二%から二七年の
四九%へ,さらに二八年には六六%となり,同じく年末には二六年の六三%から二八年には八一%となるに
至つた。支給した事業所における労働者一人当り金額は,夏期では二六年の六・〇二八円から二八年には
一〇,五一八円とこの間六割五分の増加がみられ,更にまた年末には,二六年の九,四六七円から二八年一五,
六八三円と殆んど七割に近い増加を示すに至つた(第七〇表参照)。

このような傾向は各産業にも現われ,また各規模でも共通である(第七一表参照)。

第71表 製造業規模別特別給与の推移

二三 しかしながら,このような特別給与の増加も労務者と職員の間では一様でない。すなわち,昭和二八年
には製造業の管理事務及び技術労働者の特別給与は王,五九六円で,前年よりも約二二%の増加であるのに
対し,生産労働者は同じく一,五三一円であつて前年よりも一七%の増加にとどまつている。

これは,昭和二二～二四年頃には職員と労務者との間にはこのような差が殆んど見られなかつたことと対
照をなしている(第七二表参照)。

とくに,二八年一二月において,管理事務及び技術労働者の特別に支払われた給与は製造業で一人あたり二
〇,五二一円で定期的給与を五％以上超過したことは,戦後はじめてのことである。生産労働者の同月にお
ける特別給与八,七〇四円が定期的給与の六七％であることと比較して,このような給与の新たな意味が注
視されるにいたつた。

第72表 製造業労職別特別給与の推移
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴

二四 賃金水準の変動は個々の労働者の賃金の変動をあらわすとは限らない。労働者の属する産業,企業の
賃金の変化とともに,労働者の職務,地位,経験及び能率等による配分方式の変化によつて,個々の労働者の
賃金は全体的賃金水準の変化とは異る動きを示す。

以下,これを職種別,性別,事業所規模別,産業別等についてみよう。
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(1)   職種別賃金差とその内部の格差

二五 まず職業別に賃金の変化をみると,昭和二六年一〇月,二八年七月両回の職業別賃金調査甲調査では次
のような動きが看取される。

常用労働者百人以上を使用する京浜地区全産業事業所では,一般技術員(男子)は月間「きまつて支給する
給与」が一七,七〇九円から二三,〇六六円へと三〇%増加し,旋盤工(男子)は一三,九八七円から一九,四一
九円へと三九%増加したのに対し雑役夫(男女計)は一一,八〇〇国から一三,七四〇円へと一六%増加した
にすぎない(二八年七月の調査は常用労働者三〇人D上の事業所について調査したが,そのうち特定六職種
について二六年一〇月の調査と比較しうるよう特別集計が行われた)。

第73表 職業別平均給与の変化

第23図 男子一般事務員及び技術員の年齢階級別供与の変化
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右の事実から,技術,技能的職業においては賃金の増加は大きく,反対に非熟練的職種については賃金の増加
は少いと判断される。これは京浜地区のみならず,京阪神地区についても見られるところである。

二六 次に職員層における賃金の増加を年令階級別に見ると,低年令層において増加率低く,高年令層におい
て増加率が高い。すなわち,男子一般事務員及び技術員の合計(課長以上その他の管理的職務に従事する者
を除く)では,総数では二六年一〇月から二八月七月にかけて二五%の増加であつたが,二五才末満の階層で
はこの間の賃金増加は二割に満たず,逆に四〇才以上の階層では三割を越えている。

第74表 男子一般事務員及び技術員と女子一般事務員の年令階級別給与の変化
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女子一般事務員についてもほぼ同様の結果が現われている(第七四表及び第二三図参照)。

二七 このような年令による賃金差は,年令が高いが故に賃金が上つたということを意味するものではな
い。男子一般事務員及び技術員の合計を右の両回の調査について最終学歴別に見ると,小学校卒,高小卒,旧
制中学(実業を含む)卒,旧高専(新制短大学を含む)卒の増加率は夫々二〇%,二八%,三二%,三六,%であつて
最終学歴が高い程増加率が大きくなつている(第七五表参照)。

第75表 男子一般事務職員の特定年令,最終学歴別給与の変化
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最終学歴が必ずしも職務と責任の重要度に比例するものでないことは勿論であるが,しかし一応学歴差が
拡大してきたことは,前述の年令階層別の賃金の変化が年令給的要素のみによるものでないことを示して
いる。同一年令層についても同じく学歴順位によつて増加率が異つているのはその証左である。

二八 右の結果をさらに旋盤工,電工及び雑役夫についてみても,年令階層による賃金の増加の傾向は略々同
様である。経験年数による賃金上昇率の差は資料の制約上旋盤工についてのみしか見られないが,これに
よると,経験の極めて浅いものを除き経験年数二年以上～三年未満が一四%上つたのに対して,三年以上五
年未満が二六%,さらに五年以上は三五%を超えており,年令階層間の格差の拡大と同じ関係が示されてい
る(第七六表参照)。

二九 以上の推移は賃金階級別の分布を拡大させた。昭和二六年一〇月から二八年七月への賃金水準の増
加率は,職員層に関する限り賃金の相対的に低いものの上り方よりも賃金の高いものの上り方が大きい[但
しこれは資料の制約により京浜地区の一般事務員(男子及び女子),一般技術員(男子),旋盤工のみの比較は
できない](第七七表参照)。

第76表-1 旋盤工,電工,雑役夫の年令階級別給与の変化
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第76表-2 旋盤工の経験年数別賃金の変化

第77表 職業別賃金の階級別増加率

昭和28年 労働経済の分析
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(2)   性別賃金格差

三〇 男女別平均給与の推移は極めて僅かながら拡大している。すなわち,調査産業総数常用労働者の昭和
二八年平均一ヵ月当り現金給与総額は,男子一九,五六〇円に対し女子八,六一七円で男子に対する女子の給
与の比率は,四四・一%で前年の四四・九%よりも差が拡大している。これは昭和二五年以来の一貫した
傾向である(第七八表)。

「きまつて支給する給与」においても,右とほぼ同じ結果となつてはいるが,臨時的給与によつて一層差が
大きくなり,昭和二八年の「特別に支払われた給与」の平均額は,前年に比べて男子は二六%増えたのに対
し女子は二三%の増加である。

三一 つぎに,製造業の管理事務及び技術労働者と生産労働者とのおのおのについて,男女別にみると(調査
産業総数ではこのような労働者区分が得られない)右と同様の傾向がみられる。なお,特記すべきことは,夏
期及び年末の臨時的給与を支給する月において格差の増大がとくに見られることであつて,これは,管理事
務及び技術労働者においてとくに明瞭であり,昭和二三～二四年頃とは異る傾向であることを示している
(第七九表参照)。

第78表 調査産業総数,製造業,男女別賃金格差の推移
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第79表 労職及び男女別賃金格差の推移
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三二 男女間の賃金格差を男女それぞれの平均によつて比較しても,そこには両者の地域,産業,職種,年令,学
歴その他の構成差が考慮されていない。従つて右の事実をもつて,労働基準法にいう男女同一賃金原則が
くずれつつあると即断すべきではない。前記職業別賃金調査甲調査によると,一般事務員の新制高校卒業
一八才～一九才年令層の新規学校卒業者で,仕事の内容に大差がないとみなされる労働者の平均給与は,一
カ月当り「きまつて支給する給与」については,東京及び神奈川の両都県,京都,大阪及び兵庫の三府県とも
に男女間一割前後の賃金差があるが,これをさらに男女間の労働時間の差を勘案して時間当り給与にする
と,その差は僅かである(第八〇表参照)。

昭和28年 労働経済の分析
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(3)   労職別賃金格差

三三 次に管理,事務及び技術労働者の生産労働者に対する格差を製造業についてみると,夏季,年末の特別
給与支給月では大差があり,年間平均としては現金給与総額では極めて軽微な拡大傾向が見られる。

しかし「きまつて支給する給与」については殆んど変化がない。管理,事務及び技術労働者でも生産労働
者でも,そのおのおのの内部では,その職種や地位によつて内部的格差が拡大していることは前述の通りで
ある。

第80表 一般事務員,新制高校卒業18～19才年令層の賃金
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(4)   事業所規模別賃金格差

三四 製造業における常用労働者数による事業所規模別賃金格差は,毎月勤労統計によると,昭和二五年以降
一貫して拡大の一途をたどつたが,二八年においては,年間平均給与額としては従来の傾向の停止の形をみ
せるにいたつた。

なお年内推移をみると,下半期ではやや格差の拡大傾向がみられる。

三五 ただ特別給与においては,規模間の格差の縮小は極めて明瞭である。規模三〇～九九人では,年間平均
で規模五〇〇人以上に対して二七年で二七・八であつたのが,「二八年には三二・二を示すにいたつた(第
八一表参照)。

このような特別給与の格差の縮小は,主として「特別に支払われた給与」を支給する事業所の割合が小規
模事業所において前年よりも急激に増加したことによるものである。たとえば,規模三〇～九九人の事業
所のうち昭和二七年六七月に特別給与を支給したもの二五%,それが二八年六,七,八月には五〇%に激増し,
更に年末給与においても同じ傾向が現われた(第八二表参照)。

第81表 製造業事業所規模別賃金格差の推移
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三六 常用労働者三〇人未満の小規模事業の平均給与額は,「失業保険保険料申告書による賃金統計」によ
つてみても,三〇人以上事業所との格差を漸次拡大してきたのが,二七年五月にはほぼ保合となり,二八年五
月にはやや反転するにいたつた。この傾向は三〇人未満事業所の各規模についても同様にあらわれてい
る(第八三表参照)。

三七 次に,小規模事業所賃金調査(常用労働者三〇人未満の事業所に関する調査)によると,調査産業総数で
昭和二七年一〇月へ平均現金給与総額は九,一〇四円であつたのが,二八年一〇月には一〇,二四七円へ,製
造業では同じく七,四五七円から八,四〇三円へとともに一三%増加した。この間に三〇人以上の事業所で
調査産業総数一七%,製造業で一二%増加したのと比較すると,格差は調査産業総数では拡大,製造業では縮
小ということができよう。

三八 毎月勤労統計によつて,二七年九月を基準として二八年四月及び同年九月に至る間の事業所別平均賃
金(一人平均月間「きまつて支給する給与」)の変化隼が個別事業所について特別に集計された。

第82表 製造業規模別夏期年末特別給与支給状況
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これによると,二七年九月から二八年四月までは規模の小なるほど平均上昇率が高く,規模の大きいほど平
均上昇率が小さいという結果が明らかである。しかし,二七年九月と二八年九月の比較では規模間の平均
上昇率の差は全く見られない(第八四表参照)。

この事実は二八年上半期において規模間賃金格差が特に縮小したことを側面から説明したものである。

三九 平均賃金による規模間賃金格差は以上の通りであるが,このような平均賃金の格差には,(1)事業所規
模が企業規模と一致せず,従つていわゆる中小企業の大企業に対する賃金格差をそのまま現わさないこ
と,(2)規模間賃金格差の中に産業,地域,男女労職別構成差等平均賃金水準に影響を及ぼす諸要対する昭和
28年4月及び9月への変化率の分布(製造業)因があり,規模そのものの純粋な賃金格差ではないこと,の二点
を注意すべきである。

第83表 規模別現金給与総額
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第84表 事業所平均「きまつて支給する給与」の昭和27年9月に対する昭和28年4月及び9月への変化率の

分布
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四〇 しからば同一産業,同一地域,同一の性で規模間の賃金差をみると,いかなる結果になるであろうか。
これを昭和二八年七月分について行われた職業別賃金調査甲調査により,京浜地区の製造業の七職種につ
いて事業所規模別賃金差(一ヵ月あたり「きまつて支給する給与」)をみると,前記平均賃金による格差よ
りも,その差は遙かに小さい。すなわち,同じ性の同じ職業であれば,規模五百人以上に対して規模一〇〇～
四九九人ではその九割前後,規模三〇～九九人では六～八割である。

製造業の中にも大規模性の産業と小規模特有の産業があり,このような細かな分類をさらに必要とするで
あろうが,結論的に次の事実が指摘されうる(第八五表参照)。
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(1)規模一〇〇人未満事業所においては同一職業でも一〇〇人以上との差が大きい。

(2)職員や技能職の規模間格差よりも,非技能職の格差が大きい。

(3)一〇〇人未満事業所は給与ばかりでなく,月間総実労働時間数は長く,明らかに一〇〇人以上事業所とは
労働条件の落差が認められる。すなわち月間労働時間が規模五〇〇人以上事業所に比べて一〇時間前後
長いことは,前記賃金格差は一層大きいものといえる。

四一 小企業の相対的な賃金差は,労働力需給の差や労使交渉力の差に基く点もあるが,さらに経営条件や労
働生産性の差異にも由来している。賃金総額の総生産額及び純生産額に対する比率は,規模別には殆ど則
られないが,従業者一人あたりの総生産額及び純生産額の規模別格差は著しい。規模間の賃金,一人あたり
生産額等に差異が微少な英国などと対照的な日本のいわゆる小規模事業所の低賃金(大規模に対して)の解
決は,単なる賃金のみの問題ではなく,その存立基盤自体からの究明が必要であることを明らかにしている
(第八六表参照)。
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(5)   平均賃金階級別の事業所の賃金格差

四二 産業別及び労働者の種類別構成によつて事業所当り平均貸金(いわゆるベース)は異つている。昭和
二七年九月,二八年四月及び九月の三ヵ月について毎月勤労統計により事業所の平均賃金の分布及び二七
年四月を基準とする二八年四月及び九月の両月への事業所平均賃金の変化率が特別に集計されたので,こ
れをみると,まず,昭和二七年九月から二八年四月にいたる個別事業所の平均賃金(「きまつて支給する給
与」による)変化率の平均は,調査産業総数で一一％増(事業所平均賃金の変化は労働者平均賃金の変化と
は異る)であつて,これをさらに二七年九月における賃金階級別にみると,平均一五,〇〇〇円以上の事業所
では六%増にすぎない。

次に,二七年九月から二八年九月への一カ年間にわたる平均変化率は一六%増であつて,この時もまた高級
の事業所では増加率は小さい。

第85表 職業別賃金等の事業所規模別格差
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第86表 工業従業者1人あたり総生産額,純生産額及び賃金の日英比較
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四三 このような平均賃金の高い事業所において変化率が小さく,平均賃金の低い事業所において変化率が
高いという傾向は,とくに製造業において明確に現われている。二七年九月における平均賃金階級別に事
業所を列べて低い方から五分し,二七年九月から二八年四月に至る変化率を算出すると,平均七千円未満事
業所では一一％,八千円未満の事業所では一〇%,一万一千円未満事業所では九%,一万四千円未満事業所で
は七%,一万四千円以上事業所では五%となつている。このような傾向はさらに,二七年九月から二八年九
月への変化率についても,その巾は小さくなつたが同様であつた。単に平均ばかりでなく,中位数において
もまた同様の傾向である(第八七表参照)。

第87表 事業所平均「きまつて支給する給与」の昭和27年9月に対する昭和28年4月及び9月の変勤率
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しかもこの傾向は,製造業の殆んどの部門にみられたところである。これらの比較は,二七年秋から二八年
春にかけての事業所平均賃金の変化が,低賃金事業所の急激な賃金引上げによつて行われたことを示すも
のであつて,前年に賃金引上げの行われた高賃金事業所に対する賃金平衡化現象が現われたといえよう。
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(6)   常用と臨時及び日雇労働者の賃金格差

四四 以上の賃金に関する論述は,常用労働者についてであつたが,臨時及び日雇労働者については,やや異
つた結論が現われている。

すなわちその平均賃金は,毎月勤労統計によると,調査産業総数では,昭和二七年平均一人一日当り三二五円
から二八年平均三四六円へと六・五%の増加であり,常用労働者の一六%に比べるとはるかに小さく,よう
やく消費者物価の上昇に見合う程度である。

さらにこれを常用労働者の一日当り「きまつて支給する給与」に対する比率を算出すると,二七年の六
二%から二八年五七%へと格差は引きつづき拡大している。

このような傾向は,製造業その他のすべての産業において現われているところである。二八年年内の推移
については,しかしながら格差の拡大傾向には鈍化の兆が見られる。

四五 このような傾向は,常用労働者と臨時及び日雇労働者間の労働の需要供給の関係が変化し,これに加え
て両者間の組合組織率が異なつていることなどによるものであろう(なお,ここにいう「臨時及び日雇労働
者」は,調査の定義により,一般にいう臨時雇用者よりも範囲がせまく,同一事業所に引きつづき三〇日以上
雇われた者,あるいは失業保険の一般被保険者は名称が臨時,日雇であつても,除かれている)。

第88表 常用労働者・臨時及び日雇労働者1日当り給与の推移
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第89表-1 産業大分類(旧産業分類)別現金給与総額の格差
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第89表-2 産業大分項(旧産業分類)別現金給与総額の対前年増加率

第90表-1 産業別常用労働者1人平均給与額の変化率の比較
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第90表-2 産業別常用労働者1人平均給与額の変化率の比較
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(7)   産業間の賃金格差

四六 産業間の賃金差を二八年平均給与額の相対比率でみると,常用労働者の「きまつて支給する給与」で
は,前年と大差はないが,現金給与総額においては産業の差は拡つてきた。

これを産業大分類(旧産業分類)の現金給与総額で,総数を一〇〇とする比率をみると,低下したのは鉱業,製
造工業及び商業であり,ガス・電気・水道業,金融業,運輸通信業,建設業はいずれも増加している(第八九表
の一参照)。

以上の産業のうち特に前年に比べて平均給与額が増加したのは,運輸通信業の二四%,建設業の二三%であ
り,次いでガス・電気・水道業一八%,金融業一七%,鉱業,製造業のそれぞれ一三%で上昇率の最も低いのは
前年と同じく商業で九%である(第八九表の二参照)。

四七 次に産業中分類別に現金給与総額について前年に対する増加率をみると,次の諸傾向があげられる(第
九〇表の一参照)。

(1)殆んどの産業が一〇～一五%の増加の範囲に密集していること。

(2)二〇%以上の増加を示したのは,通信業,煙草製造業,運輸業,石油及び石炭製品製造業等のみであるこ
と。

(3)増加率の最低のものは,一〇%に満たない第一次金属製品製造業,その他の製造業,紙及び類似品製造業
であつて,このうち第一次金属製造業を除く二産業は,前年において高い増加率を示した産業であること。

すなわち,一般に民営企業体を主とする産業においては,調整的過程をたどつたもののほかはとくに際立つ
た増加も減少もなく,今までのような産県別の好不況等が,賃金水準に直接影響する現象がなくなつてき
た。その上また増加率の分布も本年は小さかつた。

これらは二六年から二七年にかけての拡散とはかなり趣きを異にした点である。

四八 右の動きは「きまつて支給する給与」についても総括的には同様である(第九〇表の二)。「特別に
支払われた給与」の増加が特に著しかつた産業,例えば煙草製造業(前年に比べて特別給与は九六%増),建
設業(同じく七五%増),通信業(同じく六五%増),石油及び石炭製品製造業(同じく六三%増)や,逆に減少した
紙及び類似品製造業(同じく六%減)等もあるので「きまつて支給する給与」の変化率の分析は,「現金給
与総額」の場合よりも小さい。

四九 以上は三〇人以上の常用労働者を雇用する事業所についての結果であるが,三〇人未満の事業所につ
いて,小規模事業所与総額の変化率(27年10月と28年10月の比較)賃金調査によつて,昭和二七年一〇月と昭
和二八年一〇月の常用労働者現金給与総額を産業別に比較すると,結論的には三〇人以上とほぼ同様の結
果が示されている。

第91表 常用労働者30人未満事業所1人当り現金給
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すなわち,通信業は三〇%上と,その他の公益事業は二〇%の増加であるが,卸売及び小売業は九%の増加に
とどまり,他のすべての産業(大分類及び中分類)はその中間,一〇～一九%の密集した増加を示している(第
九一表参照)。

五〇 常用労働者三〇人以上の規模の事業所における臨時及び日雇労働者の賃金は,産業別にもその増加は
常用労働者よりも低率である。すなわち,産業大分類では運輸通信及びその他公益事業の一一%増が最高
で,鉱業の三%増が最低である。産業中分類においては,臨時及び日雇労働者数の極めて少い石油及び石炭
製品製造業者が三二%増加したほかはいずれも常用労働者賃金の増加率に及ばない(第九二表)。
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第92表 臨時及び日雇労働者1日当り給与額の変化率

第93表 平均現金給与総額の最高,最低各5府県における賃金格差
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三   賃 金
(四)   賃金格差の諸特徴
(8)   地域別賃金格差

五一 各府県の平均賃金の全国平均賃金による格差を昭和二七年及び二八年下期六ヵ月平均現金給与総額
(毎月勤労統計地方調査,調査産業総数による)の比率によつてみると,府県別の差は縮少している。四六都
道府県のうち全国平均に接近したもの二七,保合のもの七,全国平均に対しさらに差を開いたもの一二であ
る。

これらは都市間の物価差の接近傾向と一致している。

五二 各府県別平均賃金の相対差は前に述べた事業所規模間格差の要因と同じく種々の要素の複合に由来
する。

従つて,同一職業について平均賃金を比較すれば,その差はやや減じ,同一産業,同一年令または経験年数を
もつて比較すれば,さらにその差は縮少している。ここに平均賃金の最低及び最高の各五府県について,二
七年,二八年各下期六ヵ月平均の全国に対する比率と二八年七月の男子一般事務員の「きまつて支給する
給与」の全国に対する比率を対照すると,第九三表の通りである。
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三   賃 金
(五)   賃金構成の変化

五三 戦後における賃金の算出方法は複雑であり,従つて年間における制度的変化を端的に数量的に表現することは困難
であるが,「きまつて支給する給与」についてなされた労働省「給与構成調査」によつて結果をあとづけると次の如く
である。

第24図 製造業における規模別給与の構成比率

労務者においては,産業により区々の動きを示しているが,産業総数では基本給及び奨励給のそれぞれ全体に占める割合
は前年と保合である。職員では一般に基本給の割合が増大したが,その増加率は前年より鈍つてきた。生活補助給の割
合は労務者,職員とも引きつづき減少している。

超過勤務給は依然として労務者,職員ともに一割内外の比率を占めている(第九四表及び第九五表参照)。

(注)給与構成調査は一,標本抽出により行われる調査で調査対象となる事業所は毎年異ること。二,調査月が一定してい
ないこと。三,全労働者一人平均の給与構成で,特定給与をうける者についての平均額でないことなどにつき注意を要す
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る。

五四 このような動きは規模別に見ればどうであろうか。製造業の労務者,職員とも,基本給の割合は規模の大きい所は
比率としては小さいが,僅かながら増加している。逆に規模の小さい所は,基本給の割合は大きく,前年にくらべその動
きも殆んど保合である。奨励給の割合は大きい所は減少,小さい所は僅かながら増加している(第二四図,第二五図及
び第九六表)。

第25図 製造業における規模別給与の構成比率

五五 各種給与の給与額に占める割合(構成比率)の変化は,本年は,以上の如く特に顕著な動きは見られなかつた。

五六 給与構成調査により明らかにされた各種賃金決定要素の採用事業所の割合を,二七年と二八年とについて比較する
と微弱ながら次のことが指摘される(第九七表参照)。

1 基本給を決定するのに,年令,学歴,経験や勤続の年数によつていた事業所は漸次減少し,反対に能力,役付及び職務によ
つて決定する事業所が増えている。

2 奨励給については,精皆勤給,能率給ともに採用事業所が増加している。

3 生活補助給では,住宅給の減少を伴う通勤給新設事業所があり,一般に家族給,地域給のごとき給与を採用する事業所は
減つている。

4 以上により,給与種類は総体として減少し,給与体系の単純化が進行しているものとみられる。

第94表-1 調査産業総数給与種類別現金給与額
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第94表-2 調査産業総数給与構成比率
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第95表 各種給与額の変動率
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第96表 製造業における規模別各種給与額の変勲率

第97表 給与種類別支給事業所数の総数事業所数に対する比率
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